
入  札  公  告 

制限付き一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の

 ６及び掛川市契約規則（平成17年掛川市規則第33号）第４条の規定に基づき公告する。 

入札執行等については、関係法令に定めるもののほか、この入札公告によるものとする。 

 

令和３年11月19日 

社会福祉法人 大東福祉会理事長 鳥井 昌彦 

 

入 札 執 行 者 社会福祉法人 大東福祉会理事長 鳥井 昌彦 入 札 番 号  第３号 

建 設 工 事 名 令和３・４年度 （仮称）城東認定こども園機械設備工事 

施 行 箇 所 掛川市 下土方 地内 工      種 管工事 

工    期 令和５年２月20日 予 定 価 格 (税 込 ) 198,440,000円 

方     式 制限付き一般競争入札 

工  

事  

概  

要  

規  模 機械設備工事一式 

       給排水設備一式、空調設備一式 

       敷地面積 9,860㎡ 延床面積 2,544㎡ 

 

構造形式 

公 告 日 令和３年11月19日(金) 申請書等の提出期限日 令和３年12月３日(金) 

資格の認定日 令和３年12月８日(水) 開札執行日(午後２時) 令和３年12月24日(金) 

入札参加形態   掛川市特定建設工事共同企業体取扱要綱に定める特定建設工事共同企業体

（以下「共同企業体」とする。）とする。 

共同企業体の

資格要件 

構成員数 ２者とする。 

構成員の

組合せ 

 令和３・４年度における掛川市建設工事入札参加資格者名簿に

登録された者のうち、代表構成員の資格要件をすべて満たすもの

１者及びその他構成員の資格要件をすべて満たすもの１者の組合

せとする。ただし、各構成員は当該工事の他の共同企業体の構成

員となることはできない。 

結成方法 自主結成とする。 

出資比率 構成員の出資比率の最小限度基準は、30パーセント以上とする。

存続期間 (1) 本件工事の請負契約の相手方となった共同企業体について

は、成立してから本件工事の請負契約の履行後３カ月以上経過

した日まで 

(2) 本件工事の請負契約の相手方とならなかった共同企業体につ

いては、成立してから本件工事の請負契約の締結された日まで

 



共同企業体の

代表構成員の

資格要件 

（特記事項） 

  掛川市における建設工事競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、

次に掲げる条件をすべて満たしていること。 

(1) 構成員中、出資比率が最大であること。 

(2) 建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という｡）第３条の規定に

基づく管工事の特定建設業の許可を受けている者であり、公告日において

静岡県掛川市内に法第３条第１項に規定する本社（市内業者）または掛川

市内に支店等を有する者（準市内業者）であること。 

(3) 管工事に係る経営事項審査結果( ｢令和３・４年度一般競争(指名競争)参

加資格審査申請書(建設工事) ｣の提出時のもの｡)の総合評点が市内に本社

を有する者にあっては850点以上、市内に支店等を有する者にあっては900

点以上であること。 

(4) 静岡県又は県内市区町村発注の建築物（市内業者においては延べ床面積

1,500㎡以上、準市内業者においては、延べ床面積 2,500㎡以上）の機械

設備工事を施工した実績を有すること。ただし、共同企業体の構成員とし

ての実績は、出資比率30パーセント以上で施工した場合のものに限る。 

(5) 監理技術者資格者証(管工事)の交付を受けている主任技術者、又は監理

技術者を当該工事に専任で配置できること。 

(6) 管工事の許可を有しての営業年数が３ 年以上あること。 

（共通事項） (7)(2)の営業所が掛川市の入札参加資格者名簿に契約営業所として登録され

ている者であること。 

(8) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という｡)第167

条の４の規定に該当しないこと。 

(9) 法第28条第３項の規定による営業停止（以下「営業停止」という。）の

期間中でないこと。 

(10) 掛川市工事請負契約等入札参加停止等実施要綱に基づく入札参加停止等

を受けている期間中でないこと。 

(11) 工事の施工に対応して必要な建設業法に規定する技術者を配置できる者

であること。 

(12)会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更正手続開始の申立てが成

されている者（更正手続開始の決定を受けている者を除く｡)又は民事再生

法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てが成されている

者（再生手続開始の決定を受けている者を除く｡)でないこと。 

共同企業体の

その他構成員

の資格要件 

(1) 建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という｡）第３条の規定に

基づく管工事に係る一般建設業又は特定建設業者であり、静岡県掛川市内

に法第３条第１項に規定する本社を有する者であること。 

(2) 管工事に係る経営事項審査結果( ｢令和３・４年度一般競争(指名競争)参

加資格審査申請書(建設工事) ｣の提出時のもの｡)の総合評点が750点以上で

あること。 

(3) 管工事に係る主任技術者又は監理技術者を当該工事に配置できること。 

(4) 管工事の許可を有しての営業年数が３年以上であること。 

配置予定技術

者等の資格及

び工事経験 

(1) 代表構成員及びその他構成員の資格要件に掲げる資格［監理(主任)技術

者］があることを的確に判断できる配置予定技術者の資格を有すること。 

(2) 代表構成員の工事経験は、平成18年度以降で工事が完成し引渡しが済ん

でいる静岡県又は県内市区町村の機械設備工事の経験があること。 

(3) 配置予定技術者として複数の候補技術者を記載することができる。 

 

設計図書等の

配布 

配布場所：（福）大東福祉会 法人本部（大東苑内） 掛川市下土方3584-1 

配布方法：CD－ROMで配布 

入札参加資格

なし理由請求 

 令和３年12月８日(水)午後５時までに書面（任意様式）を法人本部へ提出

することにより、説明を求めることができる。 



入札執行方法 紙 入 札：令和３年12月24日(金)の午後２時 

場  所：社会福祉法人 大東福祉会 掛川市下土方3584-1 

※大東福祉会大東苑会議室へ入札書、内訳書等を直接持参すること。 

申請書類等の

提出場所 

静岡県掛川市下土方3584-1 

社会福祉法人 大東福祉会本部（大東苑内） 電話番号0537-63-2314(直通) 

共同企業体の

提出資料 

・特定建設工事共同企業体協定書(写) 

・入札参加資格確認申請書及び確認資料 

特定建設工事

共同企業体協

定書(写) 

  特定建設工事共同企業体協定書は、別紙様式第６により作成し、“入札参

加資格確認申請書及び確認資料”と同様に提出するものとする。 

  なお、協定書は２通作成し、当事者記名押印後に写しを提出の事。 

入札参加資格

確認申請書及

び確認資料 

 参加申請書等は“申請書等の提出期限日”の午後５時までに直接提出する

ものとする。 

入札参加資格確認申請書は、別紙様式１により作成し、(1)の同種工事の施

工実績表、及び(2)の配置予定技術者等の資格・経験表、及び(3)の許可等の

状況表に記載すること。 

(1) 同種工事の施工実績表（別紙様式４） 

    建設工事業者の入札参加資格要件に掲げる資格があることを的確に判断

 できる同種工事の施工実績を記載すること。この場合、資格があると確認

 できる工事を複数記載できるものとする。 

 (2) 配置予定技術者等の資格・工事経験表（別紙様式２） 

 “配置予定技術者等の資格及び工事経験”のとおりとし、同一の技術者を

重複して複数工事の配置予定の技術者とする場合、他の工事を落札したこ

とにより配置予定の技術者を配置することができなくなったときは、直ち

に当該申請の取下げを行うこと。他の工事を落札したことにより配置予定

の技術者を配置することができないにもかかわらず入札した場合において

は、掛川市工事請負契約等入札参加停止等実施要綱（平成19年９月１日施

行）に基づく入札参加停止等を行うことがある。 

(3) 許可等の状況（別紙様式３） 

    建設業許可の状況及び建設工事の格付及び経営事項審査の結果等を記載

 すること。 

(4) 共同企業体協定書の写し（様式第６号）を提出すること。 

(5) その他 

 ・申請書及び確認資料の作成及び申込に係る費用は提出者の負担とする。 

  ・提出資料は、入札参加資格の確認以外に無断で使用しない。 

  ・提出期限後における申請書又は資料の差し替え及び再提出は認めない。 

  ・提出資料は、返却しない。 

  ・提出資料は、公表しない。 

 

設計図書等の

配布 

 仕様書、設計書、図面等の配布は次のとおりとする。 

 配布期間は“資格の認定日”の午後５時までとする。なお、配布方法の詳

細については下記のとおりとする。 

            記  

※社会福祉法人大東福祉会 法人本部（大東苑内）にてCD‐ROMで配布。 

  

設計図書等に

対する質問 

 設計図書等に対する質問がある場合においては、質疑書（別紙様式５）を

提出すること。 

 質疑書は“申請書等の提出期限日”の午後５時までにメールにて提出（送

信）すること。E-mail：daitoen@piano.ocn.ne.jp 

質疑書に対する回答については、次のとおりとする。 

  回答日時：令和３年12月８日（水）午後２時 

 回答方法：（福）大東福祉会公式ホームページからダウンロード 



現場説明会 無し 

入札参加資格

なし理由請求

及び回答 

 入札参加資格がないと認められた者は、入札参加資格がないと認めた理由

について説明を求めることができる。 

 書面を“入札参加資格なし理由請求日”の午後５時までに直接提出するこ

と。 

  入札執行者は、説明を求められたときは、“申請書類等の提出場所”におい

て、説明を求めた者に対し回答書を配付する。 

入札執行条件 (1) 郵送による入札は認めない。 

(2) 代理人が入札する場合には、入札前に委任状を提出しなければならない｡ 

(3) 持参による入札に当たっては、入札参加資格があることが確認された旨

の通知書及びこの工事の詳細な積算資料を入札執行場所へ持参すること。 

(4) 入札書に記載される入札金額の根拠となる工事費内訳書（別紙様式８）

を作成し、提出しなければならない。紙による入札に当たっては、工事費

内訳書を入札書とともに入札用封筒に封かんして提出しなければならな

い。なお、工事費内訳書を提出しない入札参加者は、当該入札に参加する

ことができない。 

(5) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入

札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札すること。 

開札 開札は、入札日時後に入札参加者又はその代理人を立ち会わせて行う。 

入札の無効  本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者のした入札並びに入札説明書、入札心得において示した条件等入札

に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

 なお、入札参加資格のある旨を承認された者であっても、確認の後に入札

参加停止措置を受けて入札時点において入札参加停止期間中である者等入札

時点において建設工事業者の入札参加資格要件に掲げる資格のない者のした

入札は無効とする。 

 

落札者の決定

方法 

 地方自治法第234条第３項及び地方自治法施行令第167条の10第１項の規定

により予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札

者とする。 

最低制限価格 採用：掛川市最低制限価格実施要領による。 

入札保証金 免除 

入札執行回数 １回を限度とする。 

不落随契  予算決算及び会計令（昭和22年政令第220号）第99条の２の規定により競争

に付しても入札者がないとき、又は再度の入札をしても落札者がない（予定

価格と最低価格との差が５％以内に限る。）ときは、予定価格の範囲内で随

意契約とする。 

契約保証金 請負代金額が300万円以上の場合に10分の１以上の額とする。 

契約書の作成 請   書：請負代金額100万円未満の場合に作成する。 

請負契約書：請負代金額100万円以上の場合に作成する。 

 

支払条件等 前 払 金：令和３年度 

       15,000千円以内の額とする。 

      令和４年度 

請負代金額の10分の４以内の額から令和３年度前払金を差し

引いた額とする。 

中間前払金：なし 

部 分 払：なし 



その他 (1) 入札参加者は、大東福祉会競争契約入札心得を遵守すること。 

(2) 落札者は、申請書に記載した配置予定技術者を当該工事の現場に配置す

ること。 

(3) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨と

する。 

(4) 申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、掛川市工事請負契

約等入札参加停止等実施要綱に基づく入札参加停止を行うことがある。 

(5) 大東福祉会本部（大東苑内）においての申請書等の受付日時は、土曜

日、日曜日及び祝日を除く午前９時から午後５時までとする。 

(6)その他詳細不明の点については、社会福祉法人大東福祉会法人本部 

 電話番号0537-63-2314(直通)に照会すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


